
  

384 
 

口
座
開
設
者 

住 所 
（居 所） 

 フリガナ  
生年月日 明・大  

  ・    ・ 
昭・平 

氏 名 
 

個人番号             

勘 定 設 定 期 間 基  準  日 基 準 日 の 住 所 整 理 番 号 

平成26年～29年分 平成   年   月  日   
平成30年～35年分    

 
（口座内の上場株式等の取得及び譲渡等の状況） 

当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等 その年中に払出しがあった上場株式等 

勘 定 
年 分 

種 類 銘 柄 株 数 又 は 口 数 取 得 対 価 の 額 事 由 払 出年月日 株 数 又 は 口 数 
譲 渡 対 価 の 額 又 は 
払 出 し 時 の 金 額 

   株（口）  千 円  ・  ・ 株（口）  千 円 

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

        ・  ・     

合 
 
 
 
 

計 

平 成   年 分 非 課 税 （ 継 続 ） 管 理 勘 定     

合 
 
 
 
 

計 

平成   年分非課税（継続）管理勘定     

平 成   年 分 非 課 税 （ 継 続 ） 管 理 勘 定     
平成   年分非課税（継続）管理勘定     

平 成   年 分 非 課 税 （ 継 続 ） 管 理 勘 定     
平成   年分非課税（継続）管理勘定     

平 成   年 分 非 課 税 （ 継 続 ） 管 理 勘 定     
平成   年分非課税（継続）管理勘定     

平 成   年 分 非 課 税 （ 継 続 ） 管 理 勘 定     
平成   年分非課税（継続）管理勘定     

 
（口座内の配当等の交付状況） 

勘 定 
年 分 

種 類 銘 柄 その年中に交付を 
受けた配当等の額 

その年中に交付を 
受けた特別分配金の額 

勘 定 
年 分 

種 類 銘 柄 その年中に交付を 
受けた配当等の額 

その年中に交付を 
受けた特別分配金の額 

    千 円  千 円     千 円  千 円 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

         合      計       

          
（課税対象所得等の状況） （摘要） 

契約不履行等事由が 
生 じ た 年 月 日 

課税対象となる配当等に関する事項 

交付を受けた 
配当等の額の合計額 源泉徴収税額 特別分配金の額 外国所得税の額 

・  ・  
千 円  千 円  千 円  千 円 

課税未成年者口座内の 
預貯金及び預り金の残高 

課税対象となる譲渡所得等に関する事項 

譲渡の対価の額の 
合計額（①） 

取得対価の額及び譲渡に要 
した費用の額の合計額（②）  

譲渡所得等の金額 
（①－②） 

源泉徴収税額 

 千 円  千 円  千 円  千 円  千 円 

 所在地 
 

 
名 称 

（電話） 
法人番号 

             

 

整  理  欄 ① 

 

② 

 
 

        非課税口座年間取引報告書  
        未成年者口座年間取引報告書 

税務署長 殿 平成  年  月  日 

平成  年分 

金 融 商 品 
取引業者等 



【非課税口座年間取引報告書・未成年者口座年間取引報告書】 

 

備 考 

１ この報告書は、居住者若しくは恒久的施設を有する非居住者が開設した非課税口座（法第３７条の１４第５項第１号に規定する非課税口座をいう。以下

同じ。）においてされた非課税口座内上場株式等（同条第１項に規定する非課税口座内上場株式等をいう。以下同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。

以下同じ。）若しくは非課税口座内上場株式等の配当等（法第９条の８に規定する非課税口座内上場株式等の配当等をいう。以下同じ。）に係る法第３７条

の１４第２６項の報告書又は居住者若しくは恒久的施設を有する非居住者が開設した未成年者口座（法第３７条の１４の２第５項第１号に規定する未成年

者口座をいう。以下同じ。）においてされた未成年者口座内上場株式等（同条第１項に規定する未成年者口座内上場株式等をいう。以下同じ。）の譲渡若し

くは未成年者口座内上場株式等の配当等（法第９条の９第１項に規定する未成年者口座内上場株式等の配当等をいう。以下同じ。）に係る法第３７条の１４

の２第２７項の報告書について使用すること。 

２ この報告書を非課税口座年間取引報告書として使用する場合には、この報告書の表の「未成年者口座年間取引報告書」の字句を抹消し、次の要領により

記載すること。 

⑴ 「住所（居所）」及び「個人番号」の欄には、この報告書を作成する日の現況による住所又は居所及び行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号を記載すること。 

⑵ 「生年月日」の欄には、該当する年号を〇で囲み、その年月日を記載すること。 

⑶ 「基準日」、「基準日の住所」及び「整理番号」の項には、次のように記載すること。 

 イ 「平成26年～29年分」の欄には、法第37条の14第５項第３号イに掲げる勘定設定期間に係る当該非課税適用確認書、非課税管理勘定廃止通知書

又は非課税口座廃止通知書（以下(3)において「非課税適用確認書等」という。）に記載された同号に規定する基準日、当該基準日における国内の住所

及び整理番号（当該非課税適用確認書が同条第 24 項の規定により非課税口座開設届出書に添付して提出をされたものとみなされたものである場合に

あつては、これらの事項に代えて、同項の規定の適用に係る法第37条の14の２第５項第１号に規定する未成年者口座を開設する際に同号に規定する

未成年者口座開設届出書に添付して提出をされた同項第７号に規定する未成年者非課税適用確認書又は同項第８号に規定する未成年者口座廃止通知

書に記載された整理番号。ロにおいて同じ。）を記載すること。 

 ロ 「平成30年～35年分」の欄には、法第37条の14第５項第３号ロに掲げる勘定設定期間に係る非課税適用確認書等に記載された整理番号を記載す

ること。 

⑷ 「当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等」の欄には、当初取得等上場株式等（非課税口座に非課税管理勘定が設けられた日の属する年中に当該

非課税口座に受け入れた法第３７条の１４第５項第２号イ⑴又は⑵に掲げる上場株式等をいう。以下２において同じ。）又は分割等上場株式等（同年以

後に当該非課税口座に受け入れた施行令第２５条の１３第１０項各号に掲げる上場株式等をいう。以下２において同じ。）について、当該受け入れた非

課税口座に係る非課税管理勘定ごとの種類別及び銘柄別に、それぞれ次のように記載すること。 

イ 「種類」の項には、株式、投資口（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１４項に規定する投資口をいう。以下同じ。）、新株予約権付社債、

転換特定社債、新優先出資引受権付特定社債、特定株式投資信託の受益権、株式等証券投資信託（公社債投資信託以外の証券投資信託（特定株式投資

信託を除く。）をいう。以下同じ。）の受益権、非公社債等投資信託（法第３７条の１０第２項第５号に掲げる証券投資信託以外の投資信託で公社債等

運用投資信託に該当しないものをいう。以下同じ。）の受益権、特定受益証券発行信託の受益権、特定目的信託の受益権のように記載すること。 

ロ 「株数又は口数」の項には、当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等の数又は口数（分割等上場株式等にあつては、当該非課税口座を開設して

いた居住者又は恒久的施設を有する非居住者が当該分割等上場株式等の取得に係る施行令第２５条の１３第１０項各号に規定する事由が生じた直後

に有することとなつた当該分割等上場株式等のうちその年分の非課税管理勘定に受け入れた数又は口数）を記載すること。 

ハ 「取得対価の額」の項には、当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等の取得対価の額（法第３７条の１４第５項第２号イに規定する取得対価の

額をいい、分割等上場株式等にあつては当該分割等上場株式等の取得の基因となつた当初取得等上場株式等に係る同号イに規定する取得対価の額とす

る。）を記載すること。 

⑸ 「その年中に払出しのあつた上場株式等」の欄には、次のように記載すること。 

イ 「事由」の項には、その非課税口座内上場株式等の非課税口座に係る非課税管理勘定からの払出しの事由について、その払出しの事由の次に掲げる

区分に応じそれぞれ次に定めるように記載すること。 

（ｉ） 譲渡（（ⅳ）に掲げる事由に該当するものを除く。）  譲渡 

（ⅱ） 法第３７条の１４第４項第１号に掲げる事由  口座移管等 

（ⅲ） 法第３７条の１４第４項第２号に掲げる事由  相続等 

（ⅳ） 法第３７条の１４第４項第３号に掲げる事由  契約外譲渡 

（ⅴ） 当該非課税口座に係る他の年分の非課税管理勘定への移管  勘定移管 

ロ 「譲渡対価の額又は払出し時の金額」の項には、譲渡による払出しの場合にはその譲渡対価の額を、譲渡以外の事由による払出しの場合には法第３

７条の１４第４項に規定する払出し時の金額を、それぞれ記載すること。 

⑹ 「配当等の交付状況」の欄には、その年中に当該非課税口座において交付された非課税口座内上場株式等の配当等について、当該非課税口座に係る非

課税管理勘定ごとの非課税口座内上場株式等の種類別及び銘柄別に次のように記載すること。 

イ 「種類」の項には、それぞれ次のように記載すること。 

（ⅰ） 株式（投資口を含む。以下２において同じ。）について数種の株式がある場合には、優先株、後配株のように記載すること。 

（ⅱ） 投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）又は特定受益証券発行信託の受益権である場合には、株式等証券投資信託、

非公社債等投資信託、オープン型証券投資信託、特定株式投資信託、特定不動産投資信託（所得税法施行令第３３６条第２項第５号に規定する特

定不動産投資信託をいう。以下同じ。）、特定受益証券発行信託のように記載すること。 

（ⅲ）  法人課税信託の受益権である場合には、特定投資信託（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第３項に規定する投資信託のうち、法人課税

信託に該当するものをいう。以下同じ。）、特定目的信託、その他法人課税信託のように記載すること。 

（ⅳ） 国外において発行された株式、投資信託の受益権、特定受益証券発行信託の受益権又は法人課税信託の受益権である場合には、（ｉ）から（ⅲ）

までの記載のほか、「国外」と記載すること。 

ロ 「その年中に交付を受けた配当等の額」の項には、当該非課税口座内上場株式等の配当等の額の合計額を記載すること。 

ハ 「その年中に交付を受けた特別分配金の額」の項には、第１８条の１５の９第２項第６号ロに掲げる収益の分配の額の合計額を記載すること。 

⑺ 「課税対象所得等の状況」の欄には、記載を要しない。 

⑻ 当該非課税口座において施行令第２５条の１３第１０項各号に規定する事由により取得をした非課税口座内上場株式等の受入れがあつた場合には、当



該取得に係る同項各号に規定する事由及び当該事由が生じた年月日並びに当該取得をした非課税口座内上場株式等の種類及び銘柄（当該取得をした非課

税口座内上場株式等の種類又は銘柄と当該取得の基因となつた非課税口座内上場株式等の種類又は銘柄とが異なる場合には、当該取得の基因となつた非

課税口座内上場株式等の種類及び銘柄並びに当該取得をした非課税口座内上場株式等の種類及び銘柄）を「摘要」の欄に記載すること。 

⑼ 当該非課税口座につき次に掲げる書類の提出があつた場合には、その旨及び当該書類の区分に応じそれぞれ次に定める事項を「摘要」の欄に記載する

こと。 

イ 施行令第２５条の１３の２第１項に規定する非課税口座異動届出書（住所の変更に係るものに限る。）  その提出年月日及び当該非課税口座異動

届出書を提出した者に係る変更前の住所 

ロ 法第３７条の１４第１７項に規定する非課税口座廃止届出書  その提出年月日 

ハ 施行令第２５条の１３の５に規定する非課税口座開設者死亡届出書  その提出年月日及び当該非課税口座開設者死亡届出書に係る第１８条の１

５の７第２項第２号に規定する被相続人の死亡年月日 

⑽ 当該非課税口座につき施行令第２５条の１３の４第２項の規定により同項に規定する非課税口座廃止届出書の提出があつたものとみなされることと

なる場合には、その旨及び当該みなされることとなつた日並びに同条第１項に規定する出国届出書の提出年月日を「摘要」の欄に記載すること。 

⑾ この報告書を提出する第１８条の１５の９第１項の金融商品取引業者等に係る業界コード（金融商品取引法第２条第１３項に規定する認可金融商品取

引業協会が付す証券会社コード番号及び当該金融商品取引業者等における営業所コードをいう。以下同じ。）が明らかな場合には、当該業界コードを「摘

要」の欄に記載すること。 

⑿ 納税管理人が明らかな場合には、その氏名及び住所又は居所を「摘要」の欄に記載すること。 

 

３ この報告書を未成年者口座年間取引報告書として使用する場合には、この報告書の表の「非課税口座年間取引報告書」の字句を抹消し、次の要領により

記載すること。 

⑴ 「住所（居所）」の欄には、この報告書を作成する日の現況による住所又は居所を記載すること。ただし、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住

者に交付する報告書については、「個人番号」の欄は、記載を要しない。 

⑵ 「生年月日」の欄には、該当する年号を○で囲み、その年月日を記載すること。 

⑶ 「平成30年～35年分」の欄の「整理番号」の項には、未成年者口座に非課税管理勘定（法第３７条の１４の２第５項第３号に規定する非課税管理勘

定をいう。以下３において同じ。）を設ける際に提出を受けた同項第７号に規定する未成年者非課税適用確認書又は同項第８号に規定する未成年者口座

廃止通知書に記載された整理番号を記載すること。 

⑷ 「当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等」の欄には、当初取得等上場株式等（未成年者口座に非課税管理勘定又は継続管理勘定（法第 37 条の

14 の２第５項第４号に規定する継続管理勘定をいう。以下３において同じ。）が設けられた日の属する年中に当該未成年者口座に受け入れた法第３７条

の１４の２第５項第２号ロ(1)(i)若しくは(ii)又はハ(1)に掲げる上場株式等をいう。以下３において同じ。）又は分割等上場株式等（同年以後に当該未

成年者口座に受け入れた施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第２５条の１３第１０項各号に掲げる上場株式等をいう。以下３に

おいて同じ。）について、当該受け入れた未成年者口座に係る非課税管理勘定又は継続管理勘定ごとの種類別及び銘柄別に、それぞれ次のように記載す

ること。 

イ 「種類」の項には、株式、投資口、新株予約権付社債、転換特定社債、新優先出資引受権付特定社債、特定株式投資信託の受益権、株式等証券投資

信託の受益権、非公社債等投資信託の受益権、特定受益証券発行信託の受益権、特定目的信託の受益権のように記載すること。 

ロ 「株数又は口数」の項には、当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等の数又は口数（分割等上場株式等にあつては、当該未成年者口座を開設し

ていた居住者又は恒久的施設を有する非居住者が当該分割等上場株式等の取得に係る施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第

２５条の１３第１０項各号に規定する事由が生じた直後に有することとなつた当該分割等上場株式等のうちその年分の非課税管理勘定又は継続管理

勘定に受け入れた数又は口数）を記載すること。 

ハ 「取得対価の額」の項には、当初取得等上場株式等又は分割等上場株式等の取得対価の額（法第３７条の１４の２第５項第２号ロ(1)に規定する取

得対価の額をいい、分割等上場株式等にあつては当該分割等上場株式等の取得の基因となつた当初取得等上場株式等に係る同号ロ(1)に規定する取得

対価の額とする。）を記載すること。 

⑸ 「その年中に払出しのあつた上場株式等」の欄には、次のように記載すること。 

イ 「事由」の項には、その未成年者口座内上場株式等の未成年者口座に係る非課税管理勘定又は継続管理勘定からの払出しの事由について、その払出

しの事由の次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定めるように記載すること。 

(ⅰ) 法第３７条の１４の２第４項第１号に掲げる事由  非課税移管等 

(ⅱ) 法第３７条の１４の２第４項第２号に掲げる事由  相続等 

(ⅲ) 法第３７条の１４の２第４項第３号に掲げる事由  基準年以後払出し 

(ⅳ) 当該未成年者口座に係る他の年分の非課税管理勘定又は継続管理勘定への移管  勘定移管 

(ⅴ) 法第３７条の１４の２第６項に規定する契約不履行等事由  契約不履行等事由 

ロ 「譲渡対価の額又は払出し時の金額」の項には、譲渡による払出しの場合にはその譲渡対価の額を、譲渡以外の事由による払出しの場合には法第３

７条の１４の２第４項に規定する払出し時の金額を、それぞれ記載すること。 

⑹ 「口座内の配当等の交付状況」の欄には、その年中に当該未成年者口座において交付された未成年者口座内上場株式等の配当等について、当該未成年

者口座に係る非課税管理勘定又は継続管理勘定ごとの未成年者口座内上場株式等の種類別及び銘柄別に次のように記載すること。 

イ 「種類」の項には、それぞれ次のように記載すること。 

(ⅰ) 株式（投資口を含む。以下３において同じ。）について数種の株式がある場合には、優先株、後配株のように記載すること。 

(ⅱ) 投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）又は特定受益証券発行信託の受益権である場合には、株式等証券投資信託、

非公社債等投資信託、オープン型証券投資信託、特定株式投資信託、特定不動産投資信託、特定受益証券発行信託のように記載すること。 

(ⅲ) 法人課税信託の受益権である場合には、特定投資信託、特定目的信託、その他法人課税信託のように記載すること。 

(ⅳ) 国外において発行された株式、投資信託の受益権、特定受益証券発行信託の受益権又は法人課税信託の受益権である場合には、(ⅰ)から(ⅲ)まで

の記載のほか、「国外」と記載すること。 

ロ 「その年中に交付を受けた配当等の額」の項には、当該未成年者口座内上場株式等の配当等の額の合計額を記載すること。 

ハ 「その年中に交付を受けた特別分配金の額」の項には、第１８条の１５の１１第２項第６号ロに掲げる収益の分配の額の合計額を記載すること。 

⑺ 「課税対象所得等の状況」の欄には、次のように記載すること。 

イ 「課税未成年者口座内の預貯金及び預り金の残高」の項には、当該未成年者口座と同時に設けられた法第３７条の１４の２第５項第５号に規定する



課税未成年者口座に、その年１２月３１日（その者が死亡した日の属する年にあつては、その死亡の時）において預入れ又は預託がされている金銭の

額及び金銭以外の資産の価額の合計額を記載すること。 

ロ 「課税対象となる配当等に関する事項」の欄には、次のように記載すること。 

(ⅰ) 「交付を受けた配当等の額の合計額」の項には、法第３７条の１４の２第６項に規定する契約不履行等事由（以下この表において「契約不履行等

事由」という。）が生じたことにより、法第９条の９第２項の規定により同条第１項の規定の適用がなかつたものとみなされた未成年者口座内上場

株式等の配当等の額の合計額を記載すること。 

(ⅱ) 「特別分配金の額」の項には、未成年者口座を設定した日から当該契約不履行等事由が生じた日までの間に当該未成年者口座において交付を受け

た所得税法第９条第１項第１１号に掲げる収益の分配の額の合計額を記載すること。 

(ⅲ) 「外国所得税の額」の項には、当該未成年者口座内上場株式等の配当等につきその支払の際に課された第１８条の１５の１１第２項第９号に規定

する外国所得税の額の合計額を記載すること。 

ハ 「課税対象となる譲渡所得等に関する事項」の欄には、次のように記載すること。 

(ⅰ) 「譲渡対価の額の合計額」の項には、契約不履行等事由が生じた未成年者口座に係る法第３７条の１４の２第８項第１号に掲げる金額を記載する

こと。 

(ⅱ) 「取得対価の額及び譲渡に要した費用の額の合計額」の項には、法第３７条の１４の２第８項第２号に掲げる金額を記載すること。 

⑻ その年中に契約不履行等事由が生じたことにより法第９条の９第１項の規定の適用がなかつたものとみなされた未成年者口座内上場株式等の配当等

がある場合には、「口座内の配当等の交付状況」の欄の記載方法に準じて、当該未成年者口座を設定した日から当該契約不履行等事由が生じた日までに

交付した未成年者口座内上場株式等の配当等について「種類」、「銘柄」、「交付を受けた配当等の額」及び「交付を受けた特別分配金の額」を記載した明

細書を作成し、添付すること。 

⑼ 当該未成年者口座において施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第２５条の１３第１０項各号に規定する事由により取得をし

た未成年者口座内上場株式等の受入れがあつた場合には、当該取得に係る同項各号に規定する事由及び当該事由が生じた年月日並びに当該取得をした未

成年者口座内上場株式等の種類及び銘柄（当該取得をした未成年者口座内上場株式等の種類又は銘柄と当該取得の基因となつた未成年者口座内上場株式

等の種類又は銘柄とが異なる場合には、当該取得の基因となつた未成年者口座内上場株式等の種類及び銘柄並びに当該取得をした未成年者口座内上場株

式等の種類及び銘柄）を「摘要」の欄に記載すること。 

⑽ 当該未成年者口座につき次に掲げる書類の提出があつた場合には、その旨及び当該書類の区分に応じそれぞれ次に定める事項を「摘要」の欄に記載す

ること。 

イ 施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第２５条の１３の２第１項に規定する未成年者口座異動届出書（住所の変更に係るもの

に限る。）  その提出年月日及び当該未成年者口座異動届出書を提出した者に係る変更前の住所 

ロ 法第３７条の１４の２第２０項に規定する未成年者口座廃止届出書（施行令第25条の13の８第17項において準用する施行令第25条の13の４第

２項の規定により提出したものとみなされたものを含む。）  その提出年月日（施行令第25条の13の４第２項の規定の適用に係るものである場合

にあつては、同条第１項に規定する出国の年月日） 

ハ 施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第２５条の１３の５に規定する未成年者口座開設者死亡届出書  その提出年月日及

び当該未成年者口座開設者死亡届出書に係る第１８条の１５の１０第１７項において準用する第１８条の１５の７第２項第２号に規定する被相続人

の死亡年月日 

⑾ 当該未成年者口座につき施行令第２５条の１３の８第１７項において準用する施行令第２５条の１３の４第２項の規定により同項に規定する未成年

者口座廃止届出書の提出があつたものとみなされることとなる場合には、その旨及び当該みなされることとなつた日並びに同条第１項に規定する未成

年者出国届出書の提出年月日を「摘要」の欄に記載すること。 

⑿ この報告書を提出する第１８条の１５の１１第１項の金融商品取引業者等に係る業界コードが明らかな場合には、当該業界コードを「摘要」の欄に記

載すること。 

⒀ 納税管理人が明らかな場合には、その氏名及び住所又は居所を「摘要」の欄に記載すること。 

 

４ この報告書を未成年者口座年間取引報告書として使用する場合において、「課税対象所得等の状況」の欄に記載すべき事項については、当該事項を記載し

た書面（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４に準ずる。）の添付をもつて同欄の記載に代えることができる。 

 

５ 合計表をこの様式に準じて作成し、添付すること。 


